
 

７．生 活 ・ 産 業 
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１ 国際金融・経済都市の実現 

（提案要求先 内閣府・金融庁・法務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・

経済産業省） 

 （都所管局 政策企画局・総務局・財務局・産業労働局・教育庁） 

 

＜現状・課題＞ 

都では、令和３年 11 月に策定した「国際金融都市・東京」構想２．０に基づき、

スピード感を持って施策を展開している。 

東京が世界をリードする国際金融・経済都市として輝くためには、都のみなら

ず国、官民連携金融プロモーション組織である「ＦｉｎＣｉｔｙ．Ｔｏｋｙｏ」、

民間の関係事業者が一体となってこうした施策に取り組むことが不可欠であり、国

の対応が期待される税制見直しや規制緩和などについて、以下の項目を要望する。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）国内外金融系企業、とりわけ資産運用業及びフィンテック企業の新規参入

促進のため、法人税や所得税などの負担軽減を一層推進すること。また、ブ

ロックチェーンを始めとするフィンテック産業のイノベーション、関連企業

や人材の集積を促進するため、暗号資産等に係る税制、規制の取扱に関して、

適切な措置を講ずること。 

（２）事業者による円滑な資金調達を実現するため、投資家保護に配慮しつつ、

セキュリティトークンの発行・流通に係る環境整備を進めること。 

（３）２，０００兆円に及ぶ国内個人金融資産について、「貯蓄から投資へ」の

動きを加速させ、幅広い都民の安定的な資産形成を実現するため、令和４年

末に策定するとされている「資産所得倍増プラン」においては、以下の点に

留意すること。 

① ＮＩＳＡ制度について、制度の恒久化、非課税保有期間の無期限化及び

年間非課税投資枠の拡大を通じて抜本的に拡充するとともに、ｉＤｅＣｏ

の拠出限度額の拡大等制度の改革を実現すること。 

② 若年層から高齢者まで様々なライフスタイルに応じた金融商品の選択が

可能となるよう、適切な勧誘や助言が行われるための制度的な枠組みの構

築など必要な措置を講じること。 

③ 金融リテラシー向上に向けた取組を一層推進するとともに、国、地方自

治体、民間団体等の連携の仕組みを構築すること。 

（４）金融所得に対する課税のあり方について検討を行う際には、「貯蓄から投

資へ」の動きを加速させるという視点等に十分に配慮すること。 

（５）国内個人金融資産が、高い環境技術や潜在力を有する国内企業の成長資金

 東京が世界をリードする国際金融都市として輝くための都の抜本

的な取組を支援し、東京に必要な資源を集中的に投入すること。 
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として活用されるよう、つみたてＮＩＳＡの対象として指定されたインデッ

クスにＥＳＧ指数を追加するなど、個人投資家のＥＳＧ投資を後押しする税

制に関する措置を講ずること。 

（６）持続可能な成長に必要な資金調達の円滑化に向け、企業のサステナビリテ

ィ情報の開示基準など、サステナブルファイナンスに関する国際的な基準や

枠組みづくりに我が国の意見が反映されるよう取組を強化すること。 

（７） 国内企業の魅力を広く海外に発信するとともに、海外から日本の金融市場

への投資を呼び込むため、国内企業の英文による情報開示を推進すること。 

（８）金融関連法令の英語翻訳・公表の推進や、拠点開設サポートオフィスにお

ける英語での登録手続等の対象となる業の拡大等、金融行政の一層の英語化

を図ること。 

（９）都による誘致関係のインセンティブが付与された企業や、東京版ＥＭＰ（新

興資産運用業者育成プログラム）によって育成される企業など、確実に都内

に拠点を置くことが見込まれる金融系外国企業を対象に、金融業の登録申請

等をスムーズに進める「ファストエントリー」に引き続き取り組むこと。 

（10）金融系外国人材・企業による口座開設の円滑化に向けた支援を行うこと。 

（11）金融系外国人材等が安心して活躍できる生活環境を整備するため、 

① 高度外国人材の受入促進による金融系外国企業等の進出の加速化、ＬＧ

ＢＴ等の方々も活躍できるダイバーシティ実現の観点から、同性パートナ

ーの在留に係る特例を創設すること。 

② 高度金融人材等のニーズにかなった家事使用人利用の促進を図るため、

特区による高度人材の家事使用人や親の帯同要件の更なる規制緩和を実現

すること。 

③ 国家戦略特区において、インターナショナルスクール向けに建物を整備

し、貸し付けた者に係る税制優遇措置の拡充を図ること。 

④ 家事支援外国人受入事業について、サービス提供地域の拡大の制度拡充

を実現すること。 

（12）世界で学び、活躍する人材を育成し、また、国際都市として多くの留学生

を引きつけるために、秋季入学を含めた柔軟で多様な学びのあり方について、

幅広い観点から議論を積み重ねるなど、国の責任において検討を進めること。 

（13）クールジャパンの魅力発信等に資する外国人材を誘致するため、特区により、 

① 外国人理容師の就労を可能とする在留資格緩和を実現すること。 

② 外国人料理人の就労を促進する在留資格緩和を実現すること。 

（14）国際仲裁の活性化に向けて、実効的な人材の確保・育成や効果的な広報・

意識啓発等、必要な措置を講じること。 

（15）ビジネス環境が充実したポテンシャルの高い都心の国有地など、産業の活

性化に資する拠点等となる場を確保すること。 

（16）サステナブルファイナンス等の視点も持った高度金融専門人材及び当該人

材を支えるデータサイエンティストや金融関連の法務・コンプライアンス人

材の育成について、取組を強化すること。 

（17）令和４年２月に国において策定した「金融分野におけるサイバーセキュリ
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ティ強化に向けた取組方針（Ｖｅｒ. ３．０）」に基づく取組を着実に実施

するとともに、今後の情勢の変化等を踏まえ、金融業界全体のサイバーセキ

ュリティの高度化を図ること。 
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１ スタートアップ支援体制の連携 

 （提案要求先 内閣官房・内閣府・経済産業省） 

（都所管局 政策企画局） 

 

＜現状・課題＞ 

諸外国では、スタートアップ戦略を首都を中心に展開し、スタートアップの力

をいち早く取り入れ、新たな成長を呼び込んでいる。また、スタートアップが生

み出す新しいビジネスモデルは、様々な社会課題の解決にもつながることから、

スタートアップは未来を実現する重要なパートナーである。 

国においても、本年６月に発表した「新しい資本主義のグランドデザイン及び

実行計画～人・技術・スタートアップへの投資の実現～」において、５年１０倍

増を視野に「スタートアップ育成５か年計画」を本年末までに策定することとし

ている。 

東京都では、本年８月２６日に各局においてスタートアップ支援や連携を進め

る業務を担当する職員等から成るチームを編成し、スタートアップや投資家、研

究者、政府関係者等が数多く集まり、活発な交流が行われている、国内最大規模

の民間スタートアップ拠点であるＣＩＣ ＴＯＫＹＯ にチーム職員が常駐し、ワ

ンチームで支援やアイデアの活用、起業の裾野の拡大等に取り組んでいる。 

今年１１月を目途にバージョンアップするスタートアップ協働戦略に基づき、

施策を効果的に展開していく必要がある。そのためには、スタートアップ創出の

中核となっている都と、国、更には他の自治体も含めて、オールジャパンで世界

を視野に連携して取り組むことが重要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 今後、国が「スタートアップ育成５か年計画」を策定するに当たり、国内外の

スタートアップの活躍に資する税制の検討、高度人材に係る入国制限の緩和など、

世界を視野にスタートアップの振興を図るため、国での施策の検討状況について、

適宜、情報提供すること。 

また、施策の展開に当たっては、国と首都東京が継続的に連携して取り組む枠

組みを構築し、進めること。 

 

 

 

２ スタートアップ支援の推進 

国内外のスタートアップの活躍に資する税制や高度人材に係る入

国制限の緩和など、世界を視野にスタートアップの振興を図るための

大胆な施策を展開するため、国と首都東京が継続的に連携して取り組

む枠組みを構築すること。 
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２ イノベーションを起こす場づくりの推進 

 （提案要求先 内閣官房・内閣府・経済産業省） 

（都所管局 政策企画局・産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

世界で活躍するスタートアップ企業を数多く生み出すためには、イノベーショ

ンを起こす場づくりが重要である。 

例えば、フランスでは、約千のスタートアップが入居するステーションＦにお

いて、様々な支援機関や大企業が立ち上げをワンストップで支援している。そこ

では世界中から、新しいビジネスに挑戦する多くの人々が集い、交流を通じてイ

ノベーションが生み出されている。 

都においては、こうした例を参考に、スタートアップ同士が交流し、ＶＣ、ア

クセラレーター、大学、行政等が気軽にアクセスできる場づくりの検討を進めて

いるが、効果的な場とするためには、都のみならず、国の機関の協力を得て多様

な主体が集うことが重要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

スタートアップ同士が交流し、ＶＣ、アクセラレーター、大学等が気軽にアク

セスできる場づくりにおいて、国機関の入居によるサービス提供など、連携した

取組を進めること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都が検討を進める、スタートアップ同士が交流し、ＶＣ、アクセラ

レーター、大学等が気軽にアクセスできる“場づくり”について、国

機関も入居するなど連携を図ること。 
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３ 公共調達の推進 

 （提案要求先 内閣官房・デジタル庁・総務省） 

（都所管局 政策企画局） 

 

＜現状・課題＞ 

公共調達の事務については、「公共調達の適正化について」（平成１８年８月

２５日付財計第２０１７号）のとおり、随意契約によらざるを得ない場合を除き、

原則として一般競争入札（総合評価方式を含む。）による調達を行うものとされ

ている。 

一方で、本年６月に発表した「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計

画～人・技術・スタートアップへの投資の実現～」においても、スタートアップ

を育成する際、公共調達の活用が重要であるとの認識が示されている。 

また、国において、情報システム調達改革検討会を開催し、デジタルマーケッ

トプレイスの検討が進められているが、スタートアップからの公共調達拡大に有

効な施策であると考えられることから、すべての自治体が活用可能な具体的な場

として強力に推進されたい。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 スタートアップの成長を促進するため、需要の創出や信頼性向上の観点から、

都や他自治体も含めた公共調達の果たす役割を明確にするとともに、スタートア

ップの更なる参加拡大に向けた調達の仕組みを構築すること。 

また、国が進めているデジタルマーケットプレイスの検討に当たり、都や希望

する自治体が実証実験の段階から参加できる仕組みとすること。加えて、自治体

が参画できる法制度となるように整備を進めること 

 

 

 

 

 

 

スタートアップの成長を促進するため、需要の創出や信頼性向上の

観点から公共調達の果たす役割を明確にするとともに、スタートアッ

プの更なる参加拡大に向けた調達の仕組みを構築すること。 

国が進めているデジタルマーケットプレイスの取組について、都や

希望する自治体が実証実験の段階から参加できる仕組みとするとと

もに、自治体が参画できる法制度の整備を進めること。 
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４ スタートアップ支援につながる規制・制度の見直し 

 （提案要求先 内閣官房） 

（都所管局 政策企画局） 

 

＜現状・課題＞ 

スタートアップが生み出す新しいビジネスにとって障壁となる既存規制・制度

の改革が不可欠である。 

国において、「規制改革関係府省庁連絡会議」は、「規制改革推進に関する答

申」（令和４年５月２７日規制改革推進会議決定）において、「規制改革関係府

省庁は、規制改革関係府省庁連絡会議を設置することなどにより連携を強化し、

規制改革の実効性を高める」こととされたことを踏まえ、関係府省庁間の連携を

強化し、政府全体として強力な規制改革の推進体制を構築するため設置された。 

また、２０２２年度の「規制改革実施計画」を定めており、スタートアップの

規制・制度見直しについても言及されている。 

 

 

＜具体的要求内容＞ 

スタートアップが直面している規制について、これまで以上に積極的に聴取す

ること。また東京都や他自治体等が把握した規制や明確化されていないルール・

慣行等についても、随時把握できるような体制とし、積極的に規制改革やルール

の明確化、見えない障壁の透明化などにつながる取組を推進すること。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

スタートアップが直面する課題を積極的に聴取し、規制改革やルー

ルの明確化、見えない障壁の透明化などにつながる取組を推進する

こと。 
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５ 公立大学法人の大学発ベンチャー支援の推進 

 （提案要求先 内閣官房） 

（都所管局 政策企画局・総務局） 

 

＜現状・課題＞ 

産業競争力強化法と国立大学法人法の改正により、２０２２年４月からは全て

の国立大学法人が民間ファンドに出資する形で大学発ベンチャーに投資できるよ

うになった。 

一方で、公立大学法人においては、地方独立行政法人法によりＶＣや大学発ベ

ンチャー等への出資ができない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 今後国が大学の出資機能の拡大を検討するに当たり、国内にある全ての大学が、 

自らの研究シーズや学生の力を活かして、スタートアップのイノベーションを起 

こせるよう、公立大学法人による投資が可能な枠組みを作ること。 

当該枠組においては、大学が自らの学生や研究者の起業するための資金投下を

後押しし、大学の意思において出資ができる仕組みを検討し、早期に実現する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公立大学法人においても、大学発ベンチャーに出資できるようにす

ること。 
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参  考 

 

■国立大学法人と公立大学法人の出資の範囲（文科省「国立大学法人等からの出

資範囲について」を参考に整理） 

 

 

〇参考条文 

■地方独立行政法人法 

（他業の禁止） 

第七十条 公立大学法人は、第二十一条第二号に掲げる業務及びこれに附帯する

業務以外の業務を行ってはならない。 

（業務の範囲） 

第二十一条 地方独立行政法人は、次に掲げる業務のうち定款で定めるものを行

う。 

二 大学又は大学及び高等専門学校の設置及び管理を行うこと並びに当該大学又

は大学及び高等専門学校における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業

であって政令で定めるものを実施する者に対し、出資を行うこと。 

 

 

■地方独立行政法人法施行令 

（公立大学法人による出資の対象となる者が実施する事業の範囲） 

第四条 法第二十一条第二号に規定する政令で定める事業は、次に掲げる事業と

する。 

一 大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する

法律（平成十年法律第五十二号）第四条第一項の承認を受けた者（同法第五条第

一項の変更の承認を受けた者を含む。）が実施する同法第二条第一項に規定する

特定大学技術移転事業 

二 次に掲げる活動により大学又は大学及び高等専門学校（イ及びロにおいて「大

学等」という。）における技術に関する研究の成果の実用化を促進する事業 

■国立大学法人と公立大学法人の出資の範囲（文科省「国立大学法人等からの出資範囲について」を参考に整理） 

 成果活用促進事業者 技術移転機関 

（承認 TLO） 

特定研究成果活用 

支援事業者 

研究成果活用事業者 指定国立大学 

研究成果活用事業者 

教育研究施設管理等 

事業者 

大学の技術に関する研

究の成果を実用化する

ために必要な研究を行

う又は、必要な研究等

を企画・あっせんする

事業者 

大学における技術に

関する研究成果を特

許権の実施許諾等に

より民間事業者に移

転する事業者 

大学発ベンチャーに

投資・支援等を行う

認定 VC・ファンド 

大学の研究成果を活

用したコンサルティ

ング、研修・講習等を

実施する事業者 

大学の技術に関する

研究成果の提供を受

けて、商品やサービス

を開発・提供する大学

発ベンチャー 

大学が保有する教育研

究施設等の資源を社会

に還元するため、教育

研究施設等の管理と他

の研究機関等による利

用を促進する事業を行

う事業者 

国立大学

法人 

出資可 出資可 

 

出資可 出資可 出資可 出資可 

公立大学

法人 

出資可 出資可 出資不可 出資不可 出資不可 出資不可 

 

- 248 -



イ 当該大学等が民間事業者その他の者と共同して又はその委託を受けて行う研

究等（当該大学等における研究又は当該大学等における技術に関する研究の成果

の普及若しくは実用化をいう。）についての企画及びあっせん 

ロ 当該大学等における技術に関する研究の成果を活用しようとする民間事業者

その他の者と共同して又はその委託を受けて行う当該研究の成果を実用化するた

めに必要な研究開発 

 

※ 平成２９年４月地方独立行政法人法第２１条が改正され、公立大学法人にお

ける出資対象が拡大 

「大学又は大学及び高等専門学校の設置及び管理を行うこと並びに当該大学又は

大学及び高等専門学校における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業で

あって政令で定めるものを実施する者に対し、出資を行うこと。」 

⇒ 技術移転機関（ＴＬＯ）及び成果活用促進事業者への出資が可能に 
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６ アントレプレナーシップ教育の推進 

（提案要求先 内閣府） 

（都所管局 政策企画局・総務局） 

 

＜現状・課題＞ 

これまで国においても、次世代アントレプレナー育成事業（ＥＤＧＥ―ＮＥＸ

Ｔ）として、大学等に対してのプログラムを実施してきた。また中小企業庁にお

いても、高校生に向けに「起業家教育事業」として起業家教育プログラムや出前

授業を実施している 

一方で、現在、初等・中等教育段階での起業家教育を実施している学校はごく

一部に限られる。 

都においては、「小中学校向け起業家教育推進事業」として、授業等で起業家

教育を行う場合に、必要な内容の検討から実施について支援を行うとともに、講

演可能な起業家や経営者などを派遣している。 

また、我が国が現在直面している様々な課題を克服し、社会変革を成し遂げる

ためには、スタートアップだけでなく様々な分野において変革を生み出す幅広い

意味でのアントレプレナーシップが求められている。 

  

＜具体的要求内容＞ 

 これまでは主に高校生、大学生向けが中心となっていたアントレプレナーシッ

プ教育について、初等・中等教育段階も含めた、体系的なアントレプレナーシッ

プ教育を実施すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初等・中等教育段階も含めた、体系的なアントレプレナーシップ教

育を実施すること。 
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７ 創業や成長への支援 

（提案要求先 経済産業省） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

時代の最先端のニーズを捉え、新たなイノベーションを生み出すスタートアッ

プが世界各国で飛躍しており、日本及び東京においても世界に誇るスタートアッ

プ都市を目指していく必要がある。 

こうした中、国では、２０２２年をスタートアップ創出元年として位置づけ、

担当相を新しく設け、２０２２年末までに５か年計画を設定し、大規模なスター

トアップの創出に取り組むとしている。 

東京都においても、多様なスタートアップを育成するため、起業家教育、起業

家マインドの醸成といったシード・ベンチャーの掘り起こしから、成長ステージ

に応じた経営支援等まで、戦略的な取組を展開している。また、今年２月に「ス

タートアップ協働戦略ｖｅｒ.１．０」を公表したほか、９月１日には部局横断で

スタートアップを支援する専門組織「チーム東京イノベーション」を発足し、同

チームをスタートアップ支援拠点に常駐させることで、スタートアップとのコミ

ュニケーションを深めるなど、スタートアップ支援に力を入れているところで

ある。 

しかしながら、創業のすそ野を広げていくためには、国を上げてさらなる起業

家マインドの醸成や起業支援が必要である。また、スタートアップは、大企業と

比べて、資金や人材、ノウハウなどの経営資源が不足しており、スタートアップ

支援の取組を一層加速させていく必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

起業の更なる活性化に向けて起業家教育や起業支援の充実を図るとともに、ス

タートアップの成長の加速化に向けて、資金、人材、販路などの多様な側面から

支援強化を図ること。 

 

 

 
 
 

数多くの日本発ユニコーン企業の創出に向け、多様な支援を推進

すること。 
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３ 「スマート東京」実現に向けた高速モバイルイン

ターネット網の早期構築等 
（提案要求先 デジタル庁・総務省） 

（都所管局 デジタルサービス局） 

 

＜現状・課題＞ 

 ５Ｇによる高速モバイルインターネット網の整備は、国民のＱＯＬを向上させ

るために必要不可欠である。 

国においても、少子高齢化・過疎化といった課題に対し、デジタル実装を進め、

都市の活力と地方のゆとりの両方を享受できる「デジタル田園都市国家構想」の

実現に向け、デジタル基盤の整備を促進している。 

都ではデジタルの力で東京のポテンシャルを引き出し、都民が質の高い生活を

送ることができる「スマート東京」の実現を目指している。具体的な取組として、

（１）５Ｇによる高速モバイルインターネット網の構築に向け、国

が掲げる基地局数、基盤展開率及び人口カバー率の目標を早期

かつ着実に達成すること。また、周波数帯別の内訳を含めた都

道府県別の整備状況を示すこと。 

（２）高速モバイルインターネット網を都内にくまなく行き渡らせ

るため、国の無線システム普及支援事業（携帯電話等エリア整

備事業）において、対象外となっている地域のうち、支援を必

要とする地域にも対象を拡大すること。あわせて、基地局設置

後も高速モバイルインターネット網が継続的に利用できるよ

う、実効性のある財政措置を講じること。 

（３）ローカル５Ｇについて、地方公共団体が容易に展開導入でき

るよう、必要な技術的、財政的支援を講じること。 

（４）安全・安心にデータが利活用される社会を、個人情報保護と

データ活用を両立しつつ実現することを目的とした、官民連携

データプラットフォームの構築及び関連するスマートサービス

の推進を図る都の取組を支援すること。 
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都保有アセットへの５Ｇ基地局等設置の手続の簡素化を目指し、令和元年１１月

にアセットデータベースの公開やワンストップ窓口を運営している。 

高速モバイルインターネット網は基幹的公共インフラであると同時に、その利

用はユニバーサルサービスとされるべきである。また、「超高速」「超低遅延」「多

数同時接続」といった５Ｇの特長であるＳｕｂ６帯やミリ波帯などの周波数帯の

整備は、「スマート東京」実現の上で不可欠である。 

そのため、都では、基地局数、基盤展開率、人口カバー率の都道府県別整備状

況の開示を求めてきたが、「５Ｇの整備状況（令和３年度末）」（２０２２年１０月

２１日）では、都道府県別の人口カバー率のみが公表され、東京都は９９．５％

であったものの、周波数帯別の内訳を含めた都道府県別の整備状況が開示されて

いない。 

また、都内には、５Ｇの整備以前に４Ｇが未だ整備されていない通信困難地域

が存在している。通信困難地域における基地局等の設置について、国は無線シス

テム普及支援事業（携帯電話等エリア整備事業）を実施し、基地局等整備費用に

対する補助金交付を行っているが、補助対象地域は「条件不利地域(過疎地など)」

に限定されているため、対象外の地域では補助を活用できない。 

一方、ローカル５Ｇにおいても設備機器が高価である等、整備環境に課題があ

る。５Ｇネットワークを早期に構築し、最先端技術が生み出す豊かさを誰もが等

しく享受できるよう、国のリーダーシップの下、通信事業者による５Ｇ基地局の

設置を促進するほか、ローカル５Ｇの取組も推進する必要がある。 

さらに、都は、国や関係する民間企業、大学などの学術機関、ＮＰＯ、都内の

区市町村や周辺の地方公共団体等との連携の下、都庁自身の持つデータに加えて、

都内区市町村、関係機関、民間企業等から得た公共データや民間データなどをオ

ープンＡＰＩで呼び出し連携する、官民が連携したデータプラットフォーム（東

京データプラットフォーム）を構築していく。 

地方公共団体がデータプラットフォームを構築し、関連する民間等のスマート

サービスの実施を支援するには、個人情報等のデータのガバナンスに配慮し、適

切な情報の取扱いとデータの利活用促進を両立させることが重要である。また、

分野間・都市間で横断して持続的に活用できるプラットフォームとするために、

国のデータ収集に係る基盤整備の動向等を注視しながら、構築を進めていく必要

がある。 

ついては、次の事項について特段の措置を講じられたい。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）５Ｇによる高速モバイルインターネット網の構築に向け、国が掲げる基地

局数、基盤展開率及び人口カバー率の目標を早期かつ着実に達成すること。

また、周波数帯別の内訳を含めた都道府県別の整備状況を示すこと。 

（２）高速モバイルインターネット網を都内にくまなく行き渡らせるため、国の

無線システム普及支援事業（携帯電話等エリア整備事業）において、対象外

となっている地域のうち、支援を必要とする地域にも対象を拡大すること。

あわせて、基地局設置後も高速モバイルインターネット網が継続的に利用で

きるよう、実効性のある財政措置を講じること。 
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（３）ローカル５Ｇについて、地域課題の解決に資するようなユースケースを開

発実証するとともに、地方公共団体が容易に展開導入できるよう、必要な技

術的、財政的支援を講じること。 

（４）安全・安心にデータが利活用される社会を、個人情報保護とデータ活用を

両立しつつ実現することを目的とした、官民連携データプラットフォームの

構築及び関連するスマートサービスの推進を図る都の取組を支援すること。 

 

参  考 
 

（１）（２）（３）国施策の根拠法令・計画 

・総務省「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」（令和４年３月発表） 

・総務省「無線システム普及支援事業費等補助金交付要綱」（平成１７年１１月

２５日総基移第３８０号 最終改正：令和４年３月２２日総基移第６３号）） 
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４ 原油価格・物価高騰等の影響を受ける農林漁業者

に対する支援の充実 

（提案要求先 農林水産省・林野庁・水産庁） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症による厳しい状況から緩やかに持

ち直しつつあるものの、ウクライナ情勢による肥飼料等の供給不足や原油の価格

高騰などが、農業者や漁業者の経営に大きな影響を与えている。 

このため都では、配合飼料価格安定制度及び漁業経営セーフティーネット構築

事業において、畜産業者や漁業者が負担する積立金に対する助成や無料の土壌診

断による肥料コストの低減など農業者・漁業者への支援に取り組んでいる。 

また、「ウッドショック」と呼ばれる輸入材の供給不足により、木材価格が上

昇し高止まりしていることから、多摩産材をはじめ国産木材の利用拡大に向けた

施策を展開している。 

国は、令和４年４月に、原油価格高騰対策やエネルギー・原材料・食料等安定

供給対策等を柱とする「コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」」

を策定し、漁業、農林業など大きな影響を受ける業種への支援や配合飼料の価格

高騰対策、国産材への転換支援対策等に取り組んでいる。 

しかし、長引くウクライナ情勢の影響に加え、急速に進む円安や電力需要のひ

っ迫など、景気の先行きに不透明感がある中、長期化が懸念される原油や原材料

等の価格高騰に対し、農林漁業者の経営の安定化が図られるよう、以下の要求を

行う。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）原油価格・物価高騰等の影響を受ける農業・漁業者に対する支援の充実 

配合飼料価格安定制度への基金の積み増しや肥料コスト低減体系への転換

を進めるなど肥飼料等の価格高騰対策を一層推進するとともに、肥料原料の

安定的な調達や収入保険等の公的保険制度の一層の充実を図ること。 

また、漁業経営セーフティーネット構築事業の基金積み増しなど、漁業用

燃油等のコスト低減に向けた一層の取組の推進を図ること。 

（２）国産木材の利用拡大に向けた支援 

国産木材の安定供給・安定需要の体制を構築し、国産木材の利用拡大・国

産材製品への転換に一層取り組むこと。 

 

（１）原油価格・物価高騰等の影響を受ける農業・漁業者に対する

支援の充実を図ること 

（２）国産木材の利用拡大に向けた支援を図ること 
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５ ＭＩＣＥ推進施策の強化 

（提案要求先 観光庁） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

 都では、平成２７年７月に「東京都ＭＩＣＥ誘致戦略」を策定し、経済波及効

果や産業力の強化など、開催都市に多くのメリットをもたらす国際会議等の誘致

に向けた取組を進めてきた。こうした中、今般の新型コロナウイルス感染症の世

界的な流行により、都内で予定されていたＭＩＣＥの多くは中止や延期を余儀な

くされ、ＭＩＣＥに関連する事業者はもとより都内の経済にも影響を及ぼして

いる。 

 一方、シンガポールやソウルなどの競合都市では、コロナ禍での需要の変化を

捉え、デジタル技術の活用や誘致に向けた情報発信など積極的な取組を行ってお

り、これまで以上に都市間での誘致競争は激化している。 

今後段階的な渡航制限等の緩和により国際的な交流が徐々に再開されていくこ

とを見据え、コロナ収束後には、国内でのＭＩＣＥ開催件数を着実に回復させ、

経済や産業の活性化を後押ししていくことが必要である。このため、国を中心と

した開催都市などとの連携を更に深め、海外都市の動向などを把握し、ＭＩＣＥ

開催における需要への的確な対応などにより国際競争力を一層強化することが重

要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）ＭＩＣＥに関連する国際団体等との継続的なコミュニケーションが図られ

るよう国際団体等へ国内の関係者を配置するなど連携強化を図り、参加者の

動向や主催者のニーズなど有益な情報の収集・分析を行うことでマーケティ

ング戦略を強化するとともに、海外の主催者等に対し、対策の緩和状況や安

（１）ＭＩＣＥ誘致・開催に関する海外からの情報収集や分析を通

じて、マーケティング戦略を強化するとともに、国内の最新

情報等を積極的に海外に発信すること。 

（２）激化するＭＩＣＥ誘致競争に打ち勝つため、国際会議等の誘

致・開催に係る経費等の支援制度を強化すること。 

（３）国際競争力の維持・向上に向け、人材育成を強化し、ＭＩＣＥ

推進に係る基盤整備を図ること。 

（４）ユニークベニューの活用促進によるＭＩＣＥ誘致の国際競争

力や都市ブランド力の向上を図ること。 
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全・安心に係る取組など、ＭＩＣＥ開催国としての日本の優位性を積極的に

発信すること。 

（２）国際会議等の誘致・開催を促進するため、誘致活動や開催経費等に対する

助成など、主催者や地方自治体のニーズを踏まえた支援策の強化を図ること。 

（３）急速なデジタル活用の進展や中長期的な国際競争力の維持・向上の観点か

ら、ＭＩＣＥ業界においても新たなテクノロジーなどの導入を推進するため、

ＩＴ関連業界等との連携を促進するとともに、大学生など次代を担う人材を

着実に育成するための取組を強化すること。また、ＭＩＣＥ誘致を推進する

ための基盤強化に向け、大学の教員等が行う国際会議等の誘致活動に対する

適正な評価を行う仕組みの導入を関係府省庁へ働きかけること。 

（４）ユニークベニューは、開催都市の魅力を効果的にＰＲできる点において重

要であるため、国内各地域が連携して活用促進に向けた取組を進められるよ

う、関係府省庁への働きかけを行うなど、ＭＩＣＥ誘致の国際競争力や都市

のブランド力の向上につなげていくこと。 

- 257 -



 

６ 観光産業の早期回復に向けた取組の充実 

（提案要求先 出入国在留管理庁・外務省・観光庁） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

令和４年１０月１１日に水際措置が大幅に緩和され、ビザなし渡航や個人旅行

の受入が再開された。また、同月には、内閣総理大臣が「円安のメリットを最大

限引き出して、国民に還元する政策を力強く進める。（略）インバウンド観光を

復活させ、訪日外国人旅行消費額の年間５兆円超の達成を目指す」ことを表明し

た。さらに、令和４年度末には、新たな「観光立国推進基本計画」の策定が予定

されている。 

これまで、外国人旅行者の受入環境については、東京 2020 大会に向けて進めて

きた多言語対応や通信環境の整備などにより、訪都外国人旅行者の満足度の向上

につながってきた。今後、インバウンド需要の本格回復を見据え、免税販売手続

における利便性の更なる向上、多様な文化・習慣に配慮した受入環境整備等を着

実に進めるとともに、観光関連事業者の新たな取組等を強力に後押しする必要が

ある。 

また、すでに各国において誘客プロモーションが積極的に行われる中、この後

れを取り戻すとともに目標を達成するためには、国が主体となって海外に向けた

集中的なプロモーションを展開することが不可欠である。加えて、インバウンド

需要を更に高めていくうえでは、現行の外国人旅行者に対する査証発給要件の緩

（１）インバウンド需要回復を見据え、外国人旅行者等に対する受

入環境整備を推進するとともに、観光産業が着実に回復の軌道

に乗るよう、観光関連事業者の多様な取組への支援を継続する

こと。 

（２）さらなる需要喚起につなげるため、観光目的で来訪する外国人

旅行者に対する査証発給について、適切に要件緩和を進めること。 

（３）インバウンド需要の早期回復に向け、各国との誘客競争に後れ

を取らないよう、国を挙げて訪日意欲を喚起するためのプロモー

ションを集中的に実施すること。 

（４）観光地が安心して外国人旅行者を受け入れることができるよ

う、外国人旅行者に対し、感染防止対策について周知徹底を図

ること。 
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和措置を拡大していくことが必要である。一方で、入国制限の急激な緩和による

感染拡大の影響を心配する声もあり、国民の不安を払しょくしていく必要がある。 

こうした取組により、観光産業の早期回復につなげていくことが求められる。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）インバウンド需要回復を見据え、外国人旅行者等に対する受入環境整備を

推進するとともに、観光産業が着実に回復の軌道に乗るよう、観光関連事業

者の多様な取組への支援を継続すること。 

① 外国人旅行者への免税販売に関して、引き続き、事業者等への普及啓発

や免税販売手続の効率化などを通じて、免税店舗の更なる拡大等につなげ

るとともに、旅行者の一層の利便性の向上を図ること。 

② 食事や生活上の習慣に一定の要件がある外国人旅行者のニーズにきめ

細かく対応するため、外国人旅行者が多く集まる空港や鉄道ターミナル、

観光施設などの運営者等に対し、異なる文化・習慣に関する普及啓発を図

るとともに、外国人の多様な文化・習慣に配慮した環境整備に向けた支援

の充実を図ること。 

③ デジタル技術を活用した新たなビジネス展開をはじめとする観光関連

事業者の取組を引き続き支援すること。 

（２）観光目的で来日する旅行者に対して、短期滞在査証の免除措置や、数次有

効の短期滞在査証の発行を行う対象国の拡大など、更なる査証発給要件の緩

和措置を適切に行うこと。 

（３）各国では海外旅行に関心が高い層に対する観光プロモーションが積極的に

展開されている状況を踏まえ、インバウンド需要の早期回復に向けて、国を

挙げて訪日意欲を喚起するためのプロモーションを集中的に実施すること。 

（４）観光地が安心して外国人旅行者を受け入れることができるよう、外国人旅

行者に対し、マスクの着用など感染防止対策について周知徹底を図ること。 
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７ 中小・小規模事業者のキャッシュレス化の推進 

（提案要求先 財務省・経済産業省） 

 （都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

新型コロナウイルス感染拡大を受け、事業者は、営業時の感染予防対策や売上

低下、スタッフ出勤不可による人手不足など様々な問題に直面している。 

キャッシュレス化の推進は、非接触による感染リスクの低減、レジや現金管理

・集計業務の短縮などの業務効率化、購買データの利活用による売上増加など、

人手不足への対応や生産性の向上が期待される。 

国は、令和元年１０月１日の消費税率引上げに伴い、需要平準化対策として、

キャッシュレス対応による生産性向上や消費者の利便性向上の観点も含め、令和

２年６月３０日まで、中小・小規模事業者による「キャッシュレス・消費者還元

事業」を実施したところである。こうした取組を通じて、キャッシュレス決済の

普及は進展しつつあるが、キャッシュレス決済の手数料負担が重いことや導入の

メリットが見えづらいこと等が更なる普及の課題となっている。キャッシュレス

決済の利用拡大のためには、こうした中小・小規模事業者の現状を踏まえ、キャ

ッシュレス化の更なる普及促進に向けた環境整備が必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 中小・小規模事業者のキャッシュレス化を推進するため、キャッシュレス決済

の手数料負担低減や導入メリットの定量化などの環境整備を図ること。 

 

キャッシュレス化の中小・小規模事業者への更なる普及促進に向

けた環境整備を図ること。 
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８ 都市農業の振興と都市農地の保全に向けた制度

改善 

（提案要求先 財務省・農林水産省・国土交通省・環境省） 

（都所管局 産業労働局・都市整備局・環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

東京の都市農業は、新鮮で安全・安心な農産物を供給するとともに、その生産

基盤である農地は、防災や環境保全など多面的機能を有しており、安全で快適な

都市づくりに極めて重要な役割を果たしている。 

しかし、現行の農地制度や税制度の下で、都市農地は相続時の高額な税負担や

高齢化による担い手不足などにより年々減少し続けており、都市農業の存続に深

刻な影響を及ぼしているため、都は「都市農業特区」を提案するなど、制度改善

の要求を行ってきたところである。 

国は、平成２７年４月に制定された「都市農業振興基本法」に基づき、平成２

８年５月に都市農業の振興に関する施策の方向性を示す「都市農業振興基本計画」

を閣議決定した。その後、国は生産緑地法を改正し、特定生産緑地制度の新設、

面積要件の緩和を実施したほか、相続税納税猶予制度等の税制の改正、都市農地

の貸借の円滑化に向けた新たな法律の制定など、制度改善を進めてきたが、今後、

残された課題に対応する制度等の改善が必要であるため、以下の要求を行う。 

 

＜具体的要求内容＞ 

都市農業の安定的な継続と都市農地の保全に向けて、「都市農業振興基本計画」

に示された具体的な取組を着実に実施するなど、以下の制度改善や必要な税制措

置に取り組むこと。 

①   相続税納税猶予制度について一定の土地利用制限の下、農業経営に必要な農

機具倉庫、農産物販売施設、畜舎、農業用井戸などの農業用施設用地や屋敷林

等についても農地扱いとして対象を拡大するなど、相続税の軽減措置を講じる

こと。 

②  自治体が生産緑地を計画的に買い取ることができるよう、財政的な支援を拡

充すること。 

③  相続税の物納により国有化される市街化区域内農地については、自治体に低

額で貸付けし市民農園等として活用させるなど、農的利用の継続を図り、引き

続き多面的機能が発揮できる新たな制度を創設すること。 

 

 

 

 

「都市農業振興基本法」の趣旨を踏まえ、都市農業の振興と都市

農地の保全に必要な制度改善や税制措置に取り組むこと。 

- 261 -



参  考 

 

○ 後継者に農地を引き継ぐための税制の特例 

・ 終生営農が条件 
・ 市街化区域内では生産緑地のみが対象（田

園住居地域を除く。） 

相続税納税猶予制度  生産緑地制度 

○ 市街化区域内で農地を保全する制度 

・ 固定資産税は農地課税 
・ 相続税は宅地課税だが、納税猶予制

度が適用可 

■ 課題 
・ 農業に必要な農機具倉庫や畜舎、屋敷林等は、相続税が宅地課税されている 
・ 自治体の財政が脆弱なため、買取り申出に対応できない 

現行の都市農業・農地に係る制度と課題 
■ 制度 

 
国への提案要求 

● 都市農業は、新鮮で安全・安心な農産物を供給するとともに、その生産基盤で

ある農地は、防災や環境保全など多面的機能を併せ持つ都市の貴重な財産 

現  状 

○ 東京都の農地の６割が、市街化区域 

内に存在、そのうち８割が生産緑地  

 

○ 10年間で約900haの市街化区域内 

農地が減少 

 

○ 農地減少の主な要因は相続 

 ・ 地価が高いため、高額な相続税の負担 

 

○都市農業の安定的な継続と都市農地の保全に向けて、制度改善や税制措置に取り組むこと 

・ 農業用施設用地や屋敷林等について、相続税納税猶予制度の適用拡大 
・ 生産緑地の買取りのために財政的な支援を拡充 
・ 相続税で物納された土地の農的利用を継続させる新たな制度を創設 

出典：耕地及び作付面積統計、東京の土地 2020 

ha 

【都内の農地面積の推移】 
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９ ライフ・ワーク・バランスの推進 

１ 働き方改革の推進 

（提案要求先 内閣府・厚生労働省・中小企業庁） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

残業時間の上限規制や年次有給休暇の付与義務などを定めた働き方改革関連法

が、２０１９年４月から順次施行され、２０２０年４月からは中小企業に残業時

間の上限規制が適用されている。また、２０２３年４月には中小企業における割

増賃金率の猶予が廃止される。こうした中、経営基盤がぜい弱である中小企業が、

法を踏まえ適切に労働時間の短縮などを進めていくには、個々の実情に応じた対

応を図れるよう支援を行うとともに、業務効率化などの生産性向上に向けた支援

（１）中小企業が働き方改革関連法を踏まえ、実情に応じた対応を

図ることができるよう、働き方改革推進支援センターでの支援

や助成金の拡充など具体的な施策を充実すること。また、「働

き方改革」に取り組む企業に対して、生産性向上に関する支援

策を併せて実施すること。 

（２）ライフ・ワーク・バランスの実現に向け、柔軟な働き方や育

児・介護等と仕事の両立など、企業の働き方改革を支援する取

組の推進を図ること。 

（３）中小企業の働き方改革の推進を図るため、長時間労働につな

がる商慣行の是正に取り組むこと。また、中小企業が取組を進

めるに当たって、事前の相談などきめ細かな対応を行うととも

に、助言及び指導においては、それぞれの企業の事情を踏まえ

ること。 

（４）中小企業が労働者のエンゲージメント向上に積極的に取り組

めるよう、その効果や具体的な取組方法などを広く発信すると

ともに、働きやすさや働きがいの向上につながる施策を実施す

ること。 
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も必要である。 

２０２０年１２月に閣議決定した「第５次男女共同参画基本計画」は、仕事と

生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）や多様で柔軟な働き方を実現するため、

週６０時間以上働く雇用者の割合や年次有給休暇の取得率、男性の育児休業取得

率など、２０２５年に達成すべき数値目標を設定している。 

このため、仕事と生活の調和の実現（ワーク・ライフ・バランス（都ではライ

フ・ワーク・バランスとして推進））に向けて、新たな目標を設定し、更なる取

組を推進していくことが重要である。 

一方、中小企業の働き方改革については、取引先からの短納期の発注や納期の

短縮など取引慣行が阻害となっていることから、こうした長時間労働につながる

商慣行の是正も必要である。 

さらに、２０２２年６月に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針２０

２２（骨太の方針）」において、働き方改革を進め、働く人のエンゲージメント

と生産性を高めていくことを目的として、働く人の個々のニーズに基づいて多様

な働き方を選択でき、活躍できる環境の整備に取り組むことが盛り込まれた。人

口減少に伴う労働力不足に直面する中、一人一人が持つ潜在能力を十分に発揮す

るためには、働く人のエンゲージメントを高める取組を推進する必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）中小企業が働き方改革関連法を踏まえ、実情に応じた対応を図ることがで

きるよう、改正法の周知啓発とともに、働き方改革支援センターでの支援や

助成金の拡充など具体的な施策を充実すること。また、働き方改革に取り組

む企業に対して、生産性向上に関する支援策を併せて実施すること。 

（２）全ての労働者が意欲と能力を十分発揮し、生活と仕事の調和のとれた働き 

方を実現していくために、長時間労働の削減や年次有給休暇等の取得促進、 

育児・介護等と仕事との両立支援、メンタルヘルス対策などの取組を促す施 

策を推進すること。 

（３）中小企業の働き方改革の取組を進めるため、取引先の休日労働や深夜労働

につながる短納期の発注の抑制など、長時間労働につながる商慣行の是正に

向けた取組（しわ寄せ防止の取組）を行うこと。また、中小企業が働き方改

革の取組を進めるに当たって、事前の相談などきめ細かな対応が実施可能な

体制を整備するとともに、中小企業への助言及び指導においては、労働時間

の動向、人材確保の状況、取引の実態などそれぞれの企業の事情を踏まえた

ものとなるよう配慮すること。 

（４）中小企業が労働者のエンゲージメント向上に積極的に取り組めるよう、そ

の効果や具体的な取組方法などを広く発信するとともに、働きやすさや働き

がいの向上につながる施策を実施すること。 

 

 

 

 

 

- 264 -



参  考 

 

（１）働き方改革関連法の概要（労働時間法制の見直し） 

主な改正項目 
    施行日 

大企業 中小企業 

 

 

 

労働基準法 

残業時間の上限規制 
2019年4月1日 

2020年4月1日 

年次有給休暇の付与義務  

月60時間の残業の割増賃金

率引上げ 
※施行済 2023年4月1日 

フレックスタイム制の拡充 

2019年4月1日 

高度プロフェッショナル制

度の新設 

労働時間等

設定改善法 

勤務間インターバル（努力義

務） 

 

労働安全衛

生法 

労働時間の客観的な把握 

産業医・産業保健機能の強化 

 

（２）第５次男女共同参画基本計画（令和２年１２月２５日閣議決定）数値目標 

（抜粋） 

（内閣府男女共同参画局） 

数値目標設定指標 現状（直近の値） ２０２５年 

週労働時間６０時間以上の雇用者

の割合 
６．４％ ５％ 

年次有給休暇取得率 ５６．３％ ７０％ 

労働時間等の課題について労使が

話合いの機会を設けている割合 
６４．０％ 全ての企業で実施 

男性の育児休業取得率 ７．４８％ ３０％ 

２５歳から４４歳までの女性の就

業率 
７７．７％ ８２％ 

第１子出産前後の女性の継続就業

率 
５３.１％ ７０％ 

 

（３）しわ寄せ防止対策の推進 

・しわ寄せ防止キャンペーン月間（１１月）の実施 
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２ テレワークの推進 

（提案要求先 内閣府・総務省・厚生労働省・経済産業省・国土交通省）            

  （都所管局 産業労働局）   

 

＜現状・課題＞ 

テレワークは、時間や場所にとらわれない柔軟な働き方を可能とするものであ

り、労働者のライフ・ワーク・バランスの向上による働き方改革の促進のほか、

企業にとっても、生産性の向上や多様な人材の確保、災害時の事業継続対策など

に有効である。 

都では、これまで東京 2020 大会における「交通需要マネジメント（ＴＤＭ）、

テレワーク、時差Ｂｉｚ」を一体的に推進する「スムーズビズ」の推進や、感染

症の拡大防止に向けた緊急対策などに取り組んできた。その結果、都内企業（従

業員３０人以上）のテレワーク実施率は約６割に達し、利用する社員の割合も大

幅に増加するなど、テレワークは急速に拡大している。 

この勢いを止めることなく、感染症の拡大防止と経済活動の両立を図りながら、

テレワークの更なる導入の促進と定着に向けた取組を強化していく必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）デジタルトランスフォーメーションによる社会構造変革を見据え、テレワ

ークを企業に根付かせるためのルールの普及啓発を官民一体で進めること。 

（２）中小企業をはじめ、企業のテレワーク機器・ソフトウェア等の導入や定着 

を促進するための支援策を拡充すること。 

（３）自宅だけでなく身近な地域におけるテレワークの実施環境の整備を促進す

るため、民間企業や自治体等によるサテライトオフィス設置に対する支援

を行うこと。 

（４）テレワーク勤務の運用においては、非正規雇用の従業員も正規雇用の従業

員と同様に活用できるよう、企業に対し指導を行うとともに、非正規雇用

へのテレワークの導入が進むよう支援策を拡充すること。 

（５）労働時間の管理やコミュニケーションの確保、通信環境の整備など、テレ

ワークの導入・運用上の課題を抱える企業に対して、テレワークガイドラ

インの普及啓発を図るとともに、課題解決に向けたサポートを行うこと。 

また、テレワークの導入が難しい業種において導入が進むよう、テレワー

クに必要な業務改革などについて支援を行うこと。 

デジタルトランスフォーメーションによる社会構造変革を見据

え、テレワークの促進と定着に向けて、テレワークを社会に根付か

せるためのルールの普及啓発を進めるとともに、テレワークの導入

が難しい業種や非正規雇用への導入支援のほか、民間企業・自治体

等が行うサテライトオフィス整備に対する支援を行うこと。 
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参  考 

 

【テレワークの導入促進と定着に向けた都の取組】 

 

〇「テレワーク東京ルール」の策定 

  

【テレワーク東京ルール】 
 

＜テレワーク戦略ビジョン＞ 

 テレワークで実現するワーク・ビジネススタイルの変革 

・働 き 方 改 革      ライフ・ワーク・バランスの実現 
・ビジネス革新        生産性の向上（ビジネスにおけるＤＸ） 
・人 材 活 用      多様な人材の活躍（ダイバーシティの実現） 
・危 機 管 理      災害・感染症拡大時など非常時の事業継続 
・地 域 振 興      勤務地・働く場所の分散による地域活性化 
 

＜テレワーク実践ルール（我が社のテレワークルール）＞ 

 テレワーク戦略ビジョンを踏まえ、各企業が実情に応じ具体的な取組ルールを設定 

【ルールの設定例】 
   
 
 
 
 

 

〇「テレワーク東京ルール」の普及 

「テレワーク東京ルール」の普及に向け、官民一体で取組を強力に進めていく

ため、「公労使による「新しい東京」実現会議」（令和２年９月１４日）にお

いて、経営者団体や労働者団体の代表者、国（東京労働局）、都で、共同宣言

を実施 

  働き方改革 ：テレワークデー・テレワークウィークの設定、育児・介護中はテレワーク勤務を活用 

  ビジネス革新：会議や商談・営業は、オンラインで実施（テレビ・ウェブ会議システムの活用） 

  人材活用  ：テレワークの活用で障害者等の雇用促進、研修は在宅でｅラーニングで実施 

  危機管理    ：警報（台風・大雪等）時や、感染症の拡大時は原則テレワーク勤務 

  地域振興     : 観光地のサテライトオフィス勤務の実施  
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１０ 障害者の就業支援策の一層の充実 

    （提案要求先 厚生労働省） 

               （都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

都における令和３年６月１日現在の民間企業の障害者の実雇用率は、２．０９

パーセントと過去最高を更新し、雇用障害者数も過去最高となっている。 

しかし、依然として法定雇用率２．３パーセントを下回っており、大企業の障

害者雇用は進展しているものの中小企業の障害者雇用は進んでいないなど、更な

る雇用促進の取組が必要である。 

障害者の雇用においては、雇用されても早期に離職する例が多く、職場定着の

支援が重要となっている。さらに、難病を抱える方の就職支援や雇用継続の支援

も課題となっている。 

 また、国において重度身体障害者に対する支援として障害者雇用納付金制度に

基づく助成金等の拡充が図られているところであるが、こうした制度の着実な実

施を図るとともに、利用促進に向けた周知や施策の更なる充実が必要である。 

一方、障害者の雇用は有期雇用契約が多く、賃金も最低賃金といった場合も多

い。このため、安定的な雇用、処遇改善や将来を見据えたキャリア形成の支援な

ど、障害者が希望とやりがいをもって働ける環境整備が必要である。 

また、このような環境整備のためにも、改正障害者雇用促進法に基づく「障害

者差別禁止指針」及び「合理的配慮指針」の周知徹底などの普及啓発が重要である。 

加えて、令和３年３月に民間企業の法定雇用率が２．３パーセントへ引き上げ

られたことに伴い、雇用義務の対象となる中小企業の範囲が拡大したことを踏ま

えて、中小企業をはじめ企業に対する更なる支援策が必要である。 

（１）障害者や難病患者の雇用促進や職場定着を図る施策の充実を

図ること。また、障害者や難病患者の安定的な雇用や処遇の改

善、キャリア形成の支援の充実を図ること。あわせて、改正障

害者雇用促進法に基づく「障害者差別禁止指針」及び「合理的

配慮指針」の周知徹底を図ること。 

（２）民間企業の法定雇用率２．３パーセントへの引上げを踏まえ

て、企業に対する周知徹底や事業主に対する一層の支援策を講

ずること。 

（３）重度身体障害者が安心して働くことができる職場環境の整備

を促進するため、助成金制度等の周知や施策の充実を図ること。 
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さらに、企業がより一層の障害者雇用を進めていくためには、週２０時間未満

の障害者の雇用に対する支援策が必要となる。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）障害者の雇用の促進とともに、職場定着が図られるよう、職場体験実習や

トライアル雇用の推進、ジョブコーチ事業の拡大など施策の充実を図ること。

また、障害者や難病患者が安心して活躍できる職場環境を整備するため、安

定的な雇用や処遇の改善、キャリア形成を支援する取組の充実を図ること。

あわせて、「障害者差別禁止指針」及び「合理的配慮指針」の周知徹底など

を行うこと。 

（２）民間企業の法定雇用率が２．３パーセントへ引き上げられたことを踏まえ

て、精神障害者をはじめ障害者の雇用についての中小企業に対する普及啓発

や、障害者の雇用を更に拡大するためのテレワークの導入支援など、事業主

に対する支援策を講ずること。 

（３）重度身体障害者が安心して働くことができる職場環境の整備を促進するた

め、障害者雇用納付金制度に基づく拡充された助成金制度等の周知を行うと

ともに、更なる施策の充実を図ること。 

 

 

 

 

参  考 

 

【民間企業の雇用者数（東京）】          令和３年６月１日現在 

 ※雇用者数（人）はカウント数 

 

 身体障害者 知的障害者 精神障害者 

 平成２８年度 

 （対前年比） 
125,448.0（1.9％） 31,712.0 （8.0％） 16,410.0（21.0％） 

 平成２９年度 

 （対前年比） 
127,568.5（1.7％） 33,996.5 （7.2％） 19,400.0（18.2％） 

平成３０年度 

（対前年比） 
131,700.5（3.2％） 37,022.5 （8.9％） 25,071.0（29.2％） 

令和元年度 

（対前年比） 
135,139.5（2.6％） 39,599.0 （7.0％） 29,276.0（16.8%) 

令和２年度 

（対前年比） 
136,369.5（0.9％） 41,628.5（5.1％） 33,494.0（14.4％） 

令和３年度 

（対前年比） 
137,835.0（1.1％） 44,114.5（6.0％） 37,582.0（12.2％） 
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（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

 人口減少社会を迎える中、日本の成長を持続させていくためには、将来を担う

若者だけではなく、女性や高齢者等が能力や個性を十分発揮し働き続けられるこ

とが必要である。 

 とりわけ、我が国最大の潜在力である「女性の力」を最大限発揮できるように

することは、人材の確保にとどまらず、企業活動や行政、地域等の現場に多様な

価値観や創意工夫をもたらし、家庭や地域の価値を大切にしつつ、社会全体に活

力を与えることにもつながるものである。 

 しかし、女性の有業率が描くＭ字カーブの底は上昇しているものの、出産・育

児を機に労働市場から退出する女性はいまだに多く、また、女性の出産後の継続

就業は依然として困難な状況にある。 

 平成２８年４月には、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律により、

常時雇用する労働者が３００人を超える事業主に対し行動計画の策定が義務化さ

れた。加えて、令和元年５月には、１０１人以上３００人以下の企業にも行動計

画の策定が義務付けられる同法の改正案が成立し、令和４年４月に施行された。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１） 女性の活躍推進に向けた取組を行う企業に対する支援策の充実や、中小企

業に対する行動計画の策定支援等を強化すること。 

また、女性管理職が相当程度少ない企業において、女性社員向けの人材育

成やキャリア形成支援の取組に対して支援を行い、女性の管理職登用やキャ

リアアップを中小企業に促すこと。 

（２）女性のライフステージに対応した活躍を支援するため、マザーズハローワ

ーク等支援拠点の更なる増加や事業の充実など、子育て等により離職した女

性の再就職に向けた施策について、一層の強化を図ること。 

１１ 職場における女性の活躍を推進する雇用就業

施策の充実 

 女性の活躍を推進する観点から、女性の活躍推進に向けた取組を

行う企業への支援策の充実や、女性の再就職に向けた施策の強化を

図ること。 
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１２ 中小企業のビジネスチャンスの拡大を図る取

組の推進 

（提案要求先 農林水産省・中小企業庁） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「東京 2020 大会」と

いう。）を契機とした中小企業の中長期的なビジネスチャンスの拡大を図るため、

東京都は東京商工会議所、東京都商工会議所連合会、東京都商工会連合会、東京

都中小企業団体中央会及び東京都中小企業振興公社と連携して「中小企業世界発

信プロジェクト」を実施しており、その取組の一貫として都、国、組織委員会な

どの様々な発注情報を一元的に集約したポータルサイト「ビジネスチャンス・ナ

ビ２０２０」を平成２８年４月から運営してきた。 

このサイトを全国の中小企業等が活用することで受注機会の拡大やビジネス

パートナーの開拓につながるよう、国とも連携しながらサイトの周知を図り、登

録や活用促進に向けて取り組んできており、また、各地域の産業に精通したネッ

トワーク・サポーターを全国各地域に配置し、本サイトを活用して東京と地方の

中小企業を結びつけることにより、受発注取引の広域化を推進してきた。 

本サイトを含むプロジェクトについては、組織委員会の「東京 2020 アクション

＆レガシープラン 2019」や、国の「東京オリンピック競技大会・東京パラリンピ

ック競技大会の準備及び運営の推進に関する政府の取組の状況に関する報告」に

掲載されるなど、都や経済団体等と連携し、東京 2020 大会を契機に全国の中小企

業の受注機会を拡大していくこと等が位置付けられた。 

こうした取組により、令和４年６月３０日時点で、本サイトにおいて累計１，

６５３件の組織委員会の発注案件が掲載されたほか、東京都の政策連携団体等も

令和４年７月１日時点で、３２団体が本サイトを電子入札システムとして活用し

ている。 

このため、都としても、中小企業の発展につながるこのプロジェクトを継続し、

東京 2020 大会の重要なレガシーの一つとして定着させ、更なる発展を図るため、

ユーザーの利便性向上を目指しサイト機能の見直しを行うほか、民間企業同士の

受発注取引の更なる活性化に向けたマッチング支援機能の強化を図るなど、プロ

ジェクト内の取組についてより一層の活用促進に努め、中小企業の発展を後押し

する。 

こうしたビジネスチャンス・ナビの利便性向上やマッチング機能の強化を図る

取組と、東京と地方の中小企業を結びつけ、受発注取引の広域化を図る取組をリ

全国の中小企業のビジネスチャンスを拡大し、日本全体の経済の

活性化を図るため、東京 2020 大会後も引き続き、都と連携して全

国の事業者に「ビジネスチャンス・ナビ」の利用を促すこと。 
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ンクさせることで、本プロジェクトの効果を日本全国に波及させることも引き続

き目指すところであり、日本全体の経済の活性化を図るためには、本サイトへの

登録と案件掲載を促していくことが重要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

「ビジネスチャンス・ナビ」について、東京 2020 大会後も引き続き、都と連携

して全国の事業者に登録・利用を促し、中小企業の受注機会の拡大を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 272 -



参  考 

 

＜中小企業受注拡大プロジェクトの概要＞ 

 東京 2020 大会等を契機とする中長期的な受注機会の拡大や販路開拓支援な

どの取組を大会のレガシーとして定着させ、中小企業の更なる飛躍につなげるた

め、以下の取組を展開 

1 ＜ビジネスチャンス・ナビ＞※令和４年４月１日から名称変更 

官民の調達情報を一元的に集約した情報ポータルサイトであり、受発注取

引のマッチングをサポートし、中小企業の受注機会の拡大を支援する。ま

た、サイトを通じた受発注取引や事業者のＰＲ情報をもとに、ビジネスパー

トナー企業の検索を可能とする。 

2 東京ビジネスフロンティア 

  中小企業が開発した創意あふれる製品やサービスを一堂に集め、大規模な

展示会へ出展する。 

【ビジネスチャンス・ナビの概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和３年度までの組織委員会や国における位置づけ＞ 

○東京 2020 アクション＆レガシープラン 2019 アクション一覧（抜粋）  

東京 2020 大会開催等を契機とする様々な調達情報などを提供する「ビジネス

チャンス・ナビ 2020」を活用し、東京のみならず全国の中小企業の受注機会の

拡大を支援 

○東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会の準備及び運営の推

進に関する政府の取組の状況に関する報告（令和３年６月）（抜粋） 

大会開催に伴う経済効果を産業の持続的な成長につなげていくため、東京都と

中小企業支援機関で構成される「中小企業世界発信プロジェクト推進協議会」が

構築し、平成２８年４月から本格的に稼働されている、「ビジネスチャンス・ナ

ビ２０２０」について、東京都、大会組織委員会、経済界等とで連携し、全国の

中小企業に広く発注情報を提供するポータルサイトとして、積極的な活用が進め

られている。 
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１３ 脱炭素社会の実現に向けた中小企業への支援

強化 

（提案要求先 経済産業省・中小企業庁） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

新型コロナウイルス感染症による影響の長期化に加えて、今般のウクライナ情

勢に伴うエネルギーや原材料の供給不安、価格の高騰などが重なり、中小企業を

取り巻く環境は厳しさを増している。 

また、先の福島県沖地震に起因して、今冬の電力需給ひっ迫が懸念されてお

り、省エネや節電等の取組を社会全体で進めていかなければ、経済活動に大きな

影響を及ぼしかねない。 

こうした中、世界では再生可能エネルギーの利用拡大が進むなど、脱炭素化に

向けた動きが加速するとともに、新たな脱炭素技術の開発も活発化している。 

脱炭素化に向けた世界の潮流に乗り、中小企業が持続的な成長・発展を遂げて

いくためには、今後拡大が見込まれる脱炭素市場への参入を図るとともに、省エ

ネ設備の導入等の取組を進めていくことが重要である。 

国では、ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助

金）において新たに「グリーン枠」を創設し、温室効果ガスの排出削減に資する

革新的製品・サービス開発又は生産プロセスの改善に必要な設備投資等の支援を

実施しているところである。 

カーボンニュートラルの実現に向けて、中小企業が脱炭素化に向けた設備投資

や技術開発等に取り組むことができるように後押しする必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

中小企業の脱炭素化に向けた設備投資や革新的な技術開発等の更なる支援強化

を図ること。 

 

中小企業の脱炭素化に向けた設備投資や革新的な技術開発等の更

なる支援強化を図ること。 
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１４ 感染症やウクライナ情勢等の影響を受ける中

小企業者への資金繰り支援 

（提案要求先 金融庁・経済産業省・中小企業庁） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

新型コロナウイルス感染症は、企業の様々な経済活動に影響を及ぼしている。 

現在、影響が長期化する中、令和２年度に多くの中小企業者が利用した実質無

利子融資の借入れの据置期間終了などにより、厳しい資金繰りの中で返済に苦慮

する事業者も見受けられる。さらに、ウクライナ情勢の変化や円安などの社会経

済情勢の変化によって、現在、中小企業が直面する資金繰り悪化要因は複合化・

複雑化してきている。 

中小企業者が引き続き厳しい経営環境下にある中、都は地域の金融機関に対し、

返済猶予や借換え等の柔軟な対応を要請しているが、監督官庁である国からも各

金融機関に対して適切に対応するよう指導していく必要がある。 

こうした中、政府系金融機関による実質無利子融資は、資金繰りに苦しむ中小

企業にとって重要な融資制度であったが、令和４年９月で取り扱いが終了した。 

また、金融機関が事業者の経営を伴走支援する統一保証制度は、コロナ禍で中

小企業の経営を後押しする上で効果的であり、利用促進を図る必要がある。 

 さらに、国は令和２年に、セーフティネット保証４号の全都道府県への指定、

同５号の全業種指定、危機関連保証の延長など、信用保証制度の充実強化を図っ

たが、同４号の全都道府県指定は時限措置であり、また、危機関連保証は令和３

年１２月末で終了している。また、セーフティネット５号における全業種指定は

令和３年８月に解除され、現在は指定外業種が存在するため、今後の支援継続は

もとより、日本経済が回復基調に至るまでの間、更なる支援強化の必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）新型コロナ対応融資を利用した多くの事業者において返済が始まっている

中、ウクライナ情勢や円安等により更なる経営環境の悪化が見込まれること

を踏まえ、国から金融機関に対し、事業者からの返済猶予や借換えなどの要

請に柔軟に対応するよう、指導を行うこと。 

（２）政府系金融機関の実質無利子融資の取扱い終了後においても、中小企業の

資金繰りのひっ迫など、事業者が直面する課題に対する支援の充実を図る

こと。 

中小企業者の資金繰りに対する支援について、感染症収束までの

間にとどまらず、経済が回復基調に至るまでの間、取組を継続する

とともに、その更なる充実を図ること。 
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（３）金融機関が事業者の経営を伴走支援する統一保証制度の利用を促進するた

め、借入時に発生する保証料負担の更なる軽減を図ること。 

（４）セーフティネット保証の運用に当たっては、金融機関から中小企業への資

金供給に支障が生じないよう、感染症以外の資金繰り悪化要因も含めた指定

や指定期間の延長等に適切に対応すること。 
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